様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021年　11月12日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）しこくじょうほうかんりせんたーかぶしきかいしゃ
                      一般事業主の氏名又は名称 四国情報管理センター株式会社
（ふりがな）なかじょう　はじめ
                              （法人の場合）代表者の氏名  中城　一    印
住所　〒780-0981
高知県高知市一ツ橋町1丁目36番地
法人番号　　6490001001232　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①Mission&Vision（企業理念）
②デジタルトランスフォーメーション事業

	公表日
	①2021年7月19日
②2021年7月19日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊社Webサイトに公開
①https://www.jokan.co.jp/company_concept.html
②https://www.jokan.co.jp/company_dx.html

	記載内容抜粋
	四国情報管理センターは、テクノロジーを用いて世の中を変革することを企業ミッションに掲げ、コンサルティング・ソフトウェア・ハードウェア・ネットワーク・データセンターに至る「Total Solution」をお客様に届けてまいりました。これからは、地方都市が抱える課題にも対応できるよう、我々は先進的な技術を社会実装する「デジタルトランスフォーメーション事業」に注力し、お客様の生産性や幸福度を高めるためのデジタルトランスフォーメーションを提供してまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た公表媒体に記載されている事項



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	デジタルトランスフォーメーション事業

	公表日
	2021年7月19日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊社Webサイトに公開（一部非公表）
https://www.jokan.co.jp/company_dx.html
非公開　事業計画書掲載 公共事業における新たな変化と機会（事業計画書参照分のみ抜粋の補足資料添付）

	記載内容抜粋
	デジタル技術を活用して、地方自治体や第一次産業等の業務効率化や課題解決、および自社組織の職場環境の改革を戦略としています。

【ガバメントクラウド整備】
政府および地方自治体のガバメントクラウド整備に合わせ、標準仕様に準拠した業務アプリケーションを提供しします。
【農業分野・水産分野の社会実装】
AIやIoTから得られるデータを活用して農作物や水産物の生産性向上や被害抑制などに取り組みます。
【新しい顧客サポートの設計】
面談記録や問合せ等のデータを横断で活用し、各顧客にマッチしたサポートが提供できる基盤を構築します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た公表媒体に記載されている事項



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	弊社Webサイトに公開
https://www.jokan.co.jp/company_dx.html

	記載内容抜粋
	当社代表取締役社長が統括責任者、システム部事業推進室課長が実務責任者を担います。
DX推進のための戦略会議を、統括責任者と実務責任者で定期的に開催し、当社が保有する様々なリソースをデジタルトランスフォーメーション事業へ計画的に投資するための迅速な意志決定を遂行します。事業推進室は、先進的な研究開発、新たな事業創出を目的とした専門組織です。（以下省略）



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	弊社Webサイトに公開
https://www.jokan.co.jp/company_dx.html

	記載内容抜粋
	人材の観点では、DX時代に必要なスキルを持った人材を育成する取り組みを実行しており、社会におけるデータ・AI活用領域の広がり、データを適切に扱い読み解くための知識やデータ・AIを利活用する上で知っておくべき知識を習得する研修の受講・資格の取得を促進しております。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	デジタルトランスフォーメーション事業

	公表日
	2021年7月19日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊社Webサイトに公開
https://www.jokan.co.jp/company_dx.html

	記載内容抜粋
	2025年度までに売上規模で5億円（2020年度の当社売上額の14％相当）の創出と、当事業を導入するお客様の満足度を90%以上とすることを目標に掲げます。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	[bookmark: _GoBack]2021年11月12日

	発信方法
	弊社Webサイトに公開
https://www.jokan.co.jp/company_dx.html

	発信内容
	弊社のDX事業について、弊社代表取締役社長が具体的な取り組み（プロジェクト）とその進捗状況を公表しています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年4月頃　～　2020年4月頃

	実施内容
	IPAの自己診断結果入力サイトよりダウンロードした「DX推進指標自己診断フォーマット」に自己診断結果を記入して提出します。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2020年6月頃　～　200年8月頃

	実施内容
	当社は、ISO27001（情報セキュリティマネジメントシステム）を認証取得しており、同規格を基にした社内セキュリティルールを構築しています。また、その運用について、定期的にセキュリティ監査（内部・外部）を実施しております。
また、SECURITY ACTION制度に基づき、SECURITY ACTION（二つ星）を自己宣言しています。
（https://www.jokan.co.jp/company_social.html）


（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

